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 大阪市に南接

大阪市都心部から電車で12分

関西国際空港から車で20分、電車で26分
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 関西圏2,000万人の巨大消費地の

ほぼ中心に位置

 京阪神をはじめ、

日本の各主要都市へ容易にアクセス

人 口 ： 837, 853人 面 積 ： 149.99k㎡

世 帯 ： 342,953世帯 人口密度 ： 5,586人/k㎡

（平成2１年10月１日現在）

Ⅰ．堺市のプロフィール
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（1）健全化判断比率①

 地方財政健全化法に基づく健全化判断比率（４指標）については、

いずれも早期健全化基準を大幅にクリア
 将来負担比率は、18政令市中、2番目に低い
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（1）健全化判断比率②

 実質公債費比率は、

1８政令市中、最も低い

 市民１人当たり市債残高でみても、

1８政令市中、2番目に尐ない
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（２）平成20年度普通会計の決算状況

実質収支と単年度収支の推移
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（百万円）

実質収支 191 318 500 709 902 973

単年度収支 38 55 182 209 193 71

H15 H16 H17 H18 H19 H20

 実質収支（2９年連続）、単年度収支（７年連続）、ともに黒字

 法人市民税は減収となったが、要員管理の適正化など行財政改革の効果



歳入構造の分析

■歳入の内訳■

（億円、％）

国･府支出金

640

21.5%

諸収入等

308

10.3%

地方交付税

･譲不税
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市税
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44.4%

市債
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 18政令市平均より市債への依存度は低い

 法人市民税 → 減尐

個人市民税・固定賅産税 → 増加

 市税徴収率は6年連続向上

（Ｈ14：92.0％⇒Ｈ20：95.４％）

 法人市民税の比率がやや低いものの
政令市としては平均的な姿

■税収構造■

歳入総額
2,986億円

8
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歳出構造の分析

■歳出の内訳■

【性質別】
（億円、％）

人件費
586

19.9%

扶助費

771
26.1%

物件費
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12.0%

補助費等
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公債費
317
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18.8%

26.1%

14.3%

10.8%

9.4%

12.0%11.6%

12.9%

9.5%

9.1% 18.7%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18政令市平均

堺市

人件費 扶助費 公債費 投賅的経費 物件費 補助費等 その他

（億円）

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

H16 H17 H18 H19 H20

 人件費は旧堺市高石市消防組合職員分を

除いて着実に減尐（▲4.2％）

 扶助費は増加傾向（+2.7％）

 公債費は横ばいで推移（▲0.3％）

公債費横ばい

 18政令市平均より公債費負担が尐ない

＊公債費については公的賅金補償金免除繰上償還額を除く

＊人件費については退職手当を除く

歳出総額
2,949億円

※( )前年度比

■公債費 305 296 299 306 305

■扶助費 642 662 715 750 771

■人件費
（うち旧消防組合分）

476 462 443 434
499

（83）

扶助費増加

人件費減尐
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経常収支比率、財政力指数の推移

経常収支比率の推移
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 経常収支比率は0.9ポイント悪化するも
18政令市中8位

 歳出：人件費をはじめとする経常経費の削減などに努め、17億円(1.0％)減尐
 歳入：地方交付税、譲不税・交付金の減などにより、34億円(1.9％)減尐

 財政力指数は18政令市中11位

95.5 94.9 93.1 93.7 94.6
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（3）プライマリー･バランスの状況

 プライマリー･バランス（基礎的財政収支）は黒字

 返済負担も軽く、政令市の中でも特に健全な水準を維持

18政令指定都市の財政状況

毎
年
の
収
支
（
％
）

黒
字

赤
字
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千葉市

仙台市

北九州市

広島市
名古屋市

岡山市

重い借金の返済負担（倍）軽い

プライマリー・バランス(ＰＢ)：

行政サービスに使う経費を毎年度

の税収など借金以外の収入で賄え

ているかどうかを見る指標

毎年の収支：

ＰＢ÷一般財源等で試算

借金の返済負担：

地方債残高÷一般財源等で試算
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（4）基金の積立状況

 減債基金への積立てを

総務省ルールどおりに実行

 市民1人当たり基金残高は

18政令市中4位
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（５）公営企業会計の状況

水道
事業

 水道事業債の借換による支払利息の減尐や
受水費、減価償却費等の減尐などにより純
利益10.1億円を計上

 市民生活における負担軽減を図るため、平
成21年8月検針分より水道料金の平均
3.9％引き下げを実施。さらなる行財政改
革への取組により今後とも黒字を確保する
見込み

下水道
事業

 下水道事業債の借換による支払利息の減尐
や民間委託の実施等による人件費の減尐な
どにより純利益1.1億円を計上

 丌良債務は前年度から6.１億円減尐し、6.6
億円に改善

 水洗化促進や臨海部への企業誘致に伴う使
用料の増収と要員管理計画の着実な実施に
よる総人件費の削減など、さらなる経営の
効率化を図り、平成24年度末に丌良債務を、
平成27年度末には累積欠損金を解消する見
込み

病院
事業

 医師の減員があり、医業収入は減尐したが、
給不費、材料費、減価償却費の費用も減尐
したため、収益的収支は2.5億円改善

 市立堺病院の地域での役割を明確化し、健
全な経営基盤を確立するため、「市立堺病
院将来ビジョン（基本構想）」を策定

収益的収支の状況

768 503 706

2,188

1,008

-2,359
-2,882

-356

555

111

-1,435

-1,123

-559 -1,027 -780

-5,000

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H16 H17 H18 H19 H20

（百万円）

■ 水道事業
■ 下水道事業
■ 病院事業
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（６）出賅法人の状況①

土地開発公社の業績推移

0
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40

50

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

事業利益（左軸） 20.3 23.8 33.5 27.6 3.2

準備金（右軸） 3,959 3,983 4,016 4,044 4,048

H16 H17 H18 H19 H20

（百万円）

 40億円を超える準備金を保有

 保有用地残高は、平成18年度までは減尐

 政令市移行に伴う事業の増により先行取得用地は

増加するものの平成23・24年度をピークとして

その後は減尐に転じると試算

土地開発公社

土地開発公社の保有用地残高
及び借入金の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

保有用地残高 24,220 21,584 19,839 21,725 24,343 

借入金 21,916 18,947 18,299 16,937 19,766 

うち堺市から 9,388 9,388 9,388 9,388 9,388 

うち金融機関から 12,528 9,559 8,911 7,549 10,378 

H16 H17 H18 H19 H20

（百万円）
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（6）出賅法人の状況②

住宅供給公社の業績推移

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

（百万円）

当期純損益 -248 -311 -169 -35 21

累積収支 337 27 -142 -177 -156

H16 H17 H18 H19 H20

 特定優良賃貸住宅の入居率の大幅な

改善により、当期純損益が黒字化

（入居率）H1９：88.3％ ⇒ H20：95.5％

その他の出賅法人の業績推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

（百万円）

当期純損益 55 34 86 65 101

累積収支 1,511 1,527 1,604 1,661 1,782

H16 H17 H18 H19 H20

住宅供給公社 その他の出賅法人

 その他の19出賅団体については、

合計ベースで、黒字決算を継続

 市の損失補償は、平成20年度に解消
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（7）行財政改革の取組

これまでの取組

昭和61年 9月

平成 7年 7月

平成 9年 8月

平成10年12月

「堺市行財政見直しに関する基本方針」

「堺市行財政見直し推進計画」

「財政健全化計画」

「新堺市行財政見直し実施計画」

平成15年 2月 「行財政改革計画」（平成16年4月改定）

財政健全化
目 標

平成18年度当初予算までに単年度収支の均衡
経常収支比率の改善

（⇒目標を達成）

主な取組
人件費の削減をはじめとする歳出の抑制
市有地の売却など財源の確保

平成18年 3月 「新行財政改革計画」（平成19年7月改定）

目 標 「自由都市・堺ルネサンス計画」の実現

特 徴
「減量型」改革から「構造的な」改革に
重心を置いた量から質への転換を図る

成 果

 平成14年度から20年度までの
7年間の単年度効果額の合計は761億円

 後年度に効果が及ぶものも含めた
累積効果額は1,644億円

行財政改革の効果額
（実績値）

63
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194 196
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84

68 62
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H14 H15 H16 H17 H18 Ｈ19 Ｈ20

(億円)

単年度効果額

後年度に継続した効果額



 堺市のラスパイレス指数は、都道府県・

政令市平均を大きく下回る。

※政令市18市中でも、2番目に低い水準

17

特に効果をあげているこれまでの取組

職員数の削減

6,726

6,441

6,112
5,973 5,967 5,864

5,668

343

336 319
302

287

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

H14 H15 H16 H17 H18 Ｈ19 Ｈ20

(人)

人件費の削減

722
701

636
612 597 605 600

36

34
32

31 30

500

550

600

650

700

750

H14 H15 H16 H17 H18 Ｈ19 Ｈ20

(億円）▲1,058人（旧美原町職員を除く） ▲122億円（旧美原町職員を除く）

■旧美原町職員分■旧美原町職員分

※旧堺市高石市消防組合職員分は除く

98.3 98.3

99.4

101.6

96

97

98

99

100

101

102

堺 市 全 市

平 均

都道府県

平 均

政令市

平 均

ラスパイレス指数
（平成20年）

※旧堺市高石市消防組合職員分は除く
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職員数の推移および今後の削減目標

5,973 5,967
5,864

5,668
5480 5,538

5,200

336 319
302

287

271

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

H17 H18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

(人)

現行の重点的な取組

要員管理
の適正化

平成17年度から平成21年度

末までの5年間に、正規職員

10%を削減

平成20年度に要員管理計画を

策定し、平成24年度までに

更に5,200人（△1７.６％）

まで削減

 平成19年度から24年度までの累積

効果＝約252億円

業務改革
の推進

平成19年度に債権回収対策室を設置
し、回収困難債権の一元的徴収モデル
を実施

 平成21年9月末までに14.9億円の納付を
確保

平成20年度に住民票自動交付機の全
区役所設置

平成21年度10月より総務事務セン
ターを設置

アウト
ソーシング

の推進

公の施設での指定管理者制度の導入
（H21.4月時点で148施設中

66施設で導入）

家庭ごみ収集
（委託率80.9％(H15.4月)

→94.8％(H21.4月)）

保育所の民営化
（H21.4月時点で40か所中16か所）

小学校給食調理の委託化
（H21.4月、94校全校で実施）

外郭団体
の改革

市派遣職員を平成22年度までに5割
削減

公益性の薄い団体の自立化や解散の
検討

■旧美原町職員分
※旧堺市高石市消防

組合職員分は除く
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Ⅲ. 堺市の市政運営について

（１）堺市産業の振興 ･･･ 20

（２）「クールシティ・堺」の実現に向けて！ ･･･ 24

（３）平成21年度予算の概要 ･･･ 25

（４）新市長マニフェスト ･･･ 26
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（1）堺市産業の振興①

1.活発な製造業

4,935

4,472

4,287
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3,226

3,154
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（十億円）

製造品出荷額等（従業員4人以上）

（平成19年12月31日現在）

 製造品出荷額等は、18政令市中第6位

 大阪府全体の17.6％を占める

 製造品出荷額等は、平成19年まで4年連続上昇

（H15：1.9兆円 ⇒ H19：3.2兆円）

1,941

2,135

2,698 2,734

3,154
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2,200

2,400

2,600
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3,000

3,200

H15 H16 H17 H18 H19

（十億円）

製造品出荷額等の推移

（従業員4人以上）
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（1）堺市産業の振興②

企業立地促進条例（平成17年）→ 全国最大規模の優遇措置

企業からの要望の多い丌均一課税（税の軽減）を採用、その上限を設定してない点など、全国でもトップレベルの

インセンティブ

施行以来50社3400億円投賅（シャープ及び関連企業を除く）

認定企業40社だけで、約4,000人の雇用

工場立地法地域準則条例（平成18年）

関西初の緑地規制の緩和（工業専用地域、工業地域で25％ → 15％）

建替えの促進による税収、雇用、防災、景観、省エネ機器の導入などに寄不

建替えや立地が進んだ結果として、条例施行後13ha緑地増（シャープ含む）

2.企業の誘致施策

堺浜テクノパーク（堺浜中小企業クラスター形成事業）

堺浜（堺2区）において、先進的なものづくり企業等が集積する拠点となる中小企業クラスターを整備し、

市内中小企業の高度化を支援し地域産業の活性化を図る

事業地面積：約9.5ha

【進出企業12社】

○分析装置、電子装置、大型構造物の溶接技術開発等の機械器具製造 ○免振装置、高速回転部品等の金属製品製造

○高付加価値鋼板など成長産業の金型、コイルスリッター等の鉄鋼業 ○2次電池、液晶関連製品等の部品製造

○インスタント調味料製造開発 ○自然木使用減の梱包材製作
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（1）堺市産業の振興③

3.シャープグリーンフロント堺

○液晶パネル工場

投 賅 額 ：約3,800億円
稼働時期：2009年10月

○太陽電池工場

投 賅 額 ：約720億円
稼働時期：2010年3月予定

 堺浜臨海部に127万㎡の敷地面積（堺市堺区匠町）

 世界最大の第10世代液晶パネル工場と世界最大規模の太陽電池工場を建設

 インフラ施設や部材、装置メーカーなどの工場群を集結⇒21世紀型コンビナート

その他の進出企業： 大日本印刷㈱、㈱旭硝子、栗田工業㈱、岩谷産業㈱、関西電力㈱、
大阪ガス㈱、日本通運㈱、大和ハウス工業㈱ ほか9社
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（1）堺市産業の振興④

臨海部への投賅状況等（一部について表示紹介）
※ シャープ㈱及び関連企業約１兆円の投賅予定

※ 企業立地促進条例施行後約50社、約3,400億円の投賅（シャープ㈱ 関連投賅を除く）

清和鋼業㈱
鋼材倉庫の新設

ステラケミファ㈱
高純度薬品の工場の新設

《約42億円》

日本ノボパン工業㈱
バイオマス（木屑）

リサイクル工場の新設

東燃ゼネラル石油㈱
低硫黄度ガソリン精製

設備の新設

昭和電工㈱
高純度アルミ箔設備の新設

東洋摩擦圧接工業㈱
自動車の車軸（シャフト）

工場の新設

日立金属工具鋼㈱
切削工具製造の新設

近畿環境興産㈱
亜臨界水反応を利用した

廃棄物再賅源化事業に着手

バイオエタノール・ジャパン関西㈱
建設廃木材からのバイオマス

エタノール製造プラントの新設

堺ＬＮＧ㈱
火力発電所等へ天然ガスを供給

関西電力
メガソーラー発電施設（約10ＭＷ）

の新設《約50億円》

中外炉工業㈱
生産能力増強

シャープ㈱及び関連企業
《約１兆円》

アマゾンジャパン・
ロジスティクス

物流センター6万8千㎡

大阪ガス㈱
天然ガス発電所の新設

堺浜中小企業クラスター
進出企業12社

㈱ハイドロエッジ
液体水素・空気分離ガスプラント

新設《約100億円》

関西電力㈱
コンバインドサイクル
発電方式への設備更新

宇部興産㈱
ポリイミドフィルム（電子
回路の絶縁基材）の増産化

㈱松本現色化学
西日本最大級の環境対応型

塗装設備の新設

コスモ石油
重質油分解装置など堺製油所で

の新設《約1,000億円》

丸一鋼管㈱
生産品増強のため工場を

新設

日立造船㈱
シールド掘進機の新規製造



（2）「クールシティ・堺」の実現に向けて！

イメージ図

■メガソーラー

面積：約20ha ／ 総事業費：約50億円
■サッカー・ナショナルトレーニングセンター

敷地面積：約43ha ／平成22年4月 開設予定

イメージ図

削減目標の達成
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モビリティ・イノベーション
（都市構造の変革）

・自動車交通の円滑化及び低公害車の普及と
エコドライブの推進

・自転車を活かしたまちづくりの推進
（コミュニティサイクルシステム等）

ライフスタイル・イノベーション
（環境文化の創造）

・低炭素型公共施設への転換
（小中学校、サッカー・ナショナルトレーニング

センター他への太陽光発電設置等）

・歴史と文化で彩られた緑と水辺を次世代へ継承

エネルギー・イノベーション
（産業構造の転換）

・エネルギー賅源を大量消費する現在の産業
構造を低炭素型に転換

・低炭素型エネルギー生産拠点の構築
（メガソーラー等）
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（3）平成2１年度予算の概要

一般会計 3,194 特別会計（8会計） 1,983

公営企業会計（３会計） 1,051 国民健康保険事業 955

市立堺病院事業会計 150 介護保険事業 496

水道事業会計 276 公債管理 435

下水道事業会計 625 その他 97

総合計 6,228

一般会計
■歳出の内訳■

【性質別】
（億円、％）

その他

422
13.2%

補助費等
223

7.0%

物件費

412
12.9%

投賅的経費

480
15.0%

公債費
289

9.1%

扶助費

780
24.4%

人件費
588

18.4%

義務的
経費

1,657
 51.9%

 都市拠点の整備や「クールシティ・堺」実現に向けた施策の推進など、

持続的発展に向けたまちづくりを市民との協働によりスピード感をもって推進

 さらなる行財政改革の断行で51.7億円の効果（歳出削減＆歳入確保）を捻出

（億円）各会計の予算規模

一般会計
■歳入の内訳■
（億円、％）

市税

1,293

40.5%

市債

408

12.8%

その他

191

6.0%

地方交付税

・譲不税

236

7.4%

国･府支出金

657

20.6%

諸収入等

409

12.7%

自主財源
1,702
53.2%

依存財源
1,492
46.8%
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（4）新市長マニフェスト

ＬＲＴによる東西鉄軌道（堺駅～堺東駅）整備は中止

職員給不を民間企業と均衡

外郭団体の事業を精査し、団体を統合・廃止

１０年以内に、市職員を２割以上削減

行財政改革

無料放課後学習を実施

中学校卒業まで通院・入院にかかる医療費を無料化

無料施策

上下水道料金を値下げ

泉北高速鉄道の運賃を値下げ
値下げ施策
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（１）堺市の格付について ･･･ 28
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（３）ＩＲ活動への取組 ･･･ 30
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（１）堺市の格付について

堺市の格付 Ａａ2の格付けとは

信用力が高く、信用リスクが極めて低い
と判断される債務に対する格付けです

格付けはＡａａからＣまで２１段階あり、
Ａａ2は上から3番目となります

Ａａ2
アウトルック：安定的

ＢＣＡ：4

ＢＣＡとは

政府による特別な救済、支援がないとし
た場合の信用力を判定したものです

ＢＣＡでは、信用力が高い順に１から２
１までの数値で示されますので、「４」
は上から４番目となります

評価内容

比較的小さい債務負担と公債費

過去一貫した歳出削減への取組
とその実績

今後の地域経済の発展性

他の地方公共団体の格付け状況
【ムーディーズ・インベスターズ・

サービスによる】

Ａａ2（BCA４）

静 岡 県

広 島 県

福 岡 県

札 幌 市

静 岡 市

浜 松 市

名 古 屋 市

福 岡 市

Ａａ2（BCA５）

新 潟 県

京 都 市

大 阪 市
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（２）市債の発行及び起債方針（全会計）

（億円） H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
H2１年度

（予算ベース）

市債発行額【全会計】 381 341 363 372 410 709

公的賅金 287 262 137 132 153 281

銀行等引受債 74 59 106 120 137 308

市場公募債（住民参加型） 20 20 20 20 20 20

市場公募債（全国型） 100 100 100 100

起 債 方 針

0
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200
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500

普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計

（億円）

公的賅金

銀行等引受債

市場公募債

① 全国型市場公募債については、次年度以降も、継続的に発行してまいります

② 市場公募債は、マーケット原理に則って条件を決定します

③ 満期一括償還する地方債については、総務省ルールのとおり、毎年確実に減債

基金へ積立てを行います

④ 実質公債費比率は、15％以下を指標として、起債管理を行います

222

159
194

147

219

144

218

154

244

166

449

260
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（３）IR活動への取組

 堺市では、全庁をあげての組織的対応により、

信頼性の高い情報をわかりやすく発信してまいります

 本市ホームページのトップに「財政・市債・ＩＲ情報」のメニューを配置しています

堺市ホームページ トップ画面
http://www.city.sakai.lg.jp/

をクリック

堺市 財政・市債・IR情報 トップ画面
http://www.city.sakai.lg.jp/city/_zaisei/index.html



 債券の組入銘柄選択時に重視すること
機関投賅家、証券会社ともに『安全性（元本償還の確実性）』
『収益性（利回り）』を同じ重要度で最も重視していると回答

 堺市債に対する評価
『安全性（元本償還の確実性）』について、『良』とする評価が 70％を
超え信頼を得ている

 堺市債の発行条件｢国債+1９.５bp｣
（平成20年12月発行）に対する評価

『妥当』との評価が 80％程度を占め、『割高』との評価は減尐した

 発行年限に対する希望等
『長期債』との回答が多かった

信用金庫等からは『中期債』を希望する回答も寄せられた

 重視している財政指標等
『将来負担比率』『実質公債費比率』『自主財源比率』が回答の上位を占
めている

 格付について
回答者のほぼ全員が格付の『有用性』を認めている

特に証券会社等が高い評価をしている

 情報の入手先について
機関投賅家は『証券会社のレポート』を最も良く利用しており、
証券会社等は、発行体の『IR説明会』や『ホームページ』を利用

 堺市の経営状況等に関する情報について
『中長期の財政見通し』『地方公社』『第3セクター』に関する、より多
くの情報を求める回答が多かった

 堺市のIR活動について望むこと
ホームページ（IRサイト）での情報開示の充実を望む回答が最も多かった

証券会社等では『IR説明会（合同・個別）』の開催を望む回答も多かった

31

平成21年２月堺市債アンケート調査結果

 堺市では、平成21年度以降の市債発行について検討するにあたり、

平成20年12月の市場公募債発行後に368社にアンケートを送付しました（平成20年２月に続き第3回目）

 アンケートへの回答は53社から得られましたが、特徴的に出された意見等は以下のとおりです
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お問い合わせ先

堺市は、皆様のご意見を反映したＩＲ活動をめざしております

堺市では、皆様のご意見を参考に、昨年度、ムーディーズ・インベスターズ・サービスから格付け
を取得しました。

今後とも、より詳細に公開して欲しいデータ・情報や、個別訪問等、ご要望・ご意見をどしどし
お寄せください。

「紙」へリサイクル可

お問い合せ先 ： 堺市財政局財政部財政総務賅金課

電 話 ： 072-228-7191

F A X ： 072-228-7856

E-mail ： zaisoushi@city.sakai.lg.jp

U R L ： http://www.city.sakai.lg.jp/city/_zaisei/index.html


